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２０１５年日本政府年次報告 

「最悪の形態の児童労働の禁止及び撤廃のための即時の行動に 

関する条約（第１８２号）」 

（２０１２年６月１日～２０１５年５月３１日） 

 

１．質問Ⅰについて 

  前回までの報告に、以下の事項を追記する。 

インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する

法律（２００３年６月１３日法律第８３号）（別添１参照） 

   

  前回までの報告中、 

  「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関す

る法律（１９８５年７月５日法律第８８号）」 

 を 

  「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（１

９８５年７月５日法律第８８号）」 

 に改める。 

 

  さらに、 

  「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律」（１

９９９年５月２６日法律第５２号） 

 を 

  「児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関す

る法律（１９９９年５月２６日法律第５２号）」 

に改める。 

 

２．質問Ⅱについて              

〔第２条〕 

  前回までの報告中 

  「我が国の法令においては、「児童」の定義は必ずしも統一されているわけでは

ないものの、例えば、児童福祉法第４条、児童虐待の防止等に関する法律第２条、

児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律第２条

第１項では、いずれも「児童」を１８歳に満たない者と定義している。」 

 を 

  「我が国の法令においては、「児童」の定義は必ずしも統一されているわけでは

ないものの、例えば、児童福祉法第４条、児童虐待の防止等に関する法律第２条、

児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する

法律第２条第１項では、いずれも「児童」を１８歳に満たない者と定義している。」 

 に改める。 

 

〔第３条〕 

(a) 項 

   前回までの報告中、 
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   「この憲法の趣旨を受けて、刑法、労働基準法、船員法、児童買春、児童ポル

ノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律、売春防止法、職業安定

法、児童福祉法、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律、船員職

業安定法、自衛隊法にそれぞれ規定が設けられており、それらの規定により我

が国は本条(a)を実施している。」 

  を 

   「この憲法の趣旨を受けて、刑法、労働基準法、船員法、児童買春、児童ポル

ノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律、売春防止

法、職業安定法、児童福祉法、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律、船員職業安定法、自衛隊法にそれぞれ規定が設けられており、それらの

規定により我が国は本条(a)を実施している。」 

  に改める。 

 

(b) 項 

   前回までの報告中、 

   「第３条(b)に定める売春、ポルノの製造、わいせつな演技のための児童の使

用、あっせん又は提供の禁止については、我が国は、児童買春、児童ポルノに

係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律、売春防止法、刑法、児童福

祉法、児童虐待の防止等に関する法律、職業安定法、船員職業安定法、労働者

派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法

律、労働基準法、年少者労働基準規則、風俗営業等の規制及び業務の適性化等

に関する法律のそれぞれの関連規定により実施している。」 

  を 

   「第３条(b)に定める売春、ポルノの製造、わいせつな演技のための児童の使

用、あっせん又は提供の禁止については、我が国は、児童買春、児童ポルノに

係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律、売春防止法、刑

法、児童福祉法、児童虐待の防止等に関する法律、職業安定法、船員職業安定

法、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法

律、労働基準法、年少者労働基準規則、風俗営業等の規制及び業務の適性化等

に関する法律、インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の

規制等に関する法律のそれぞれの関連規定により実施している。 

このうち，児童買春，児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の

保護等に関する法律については，２０１４年６月に改正された。この改正によ

り，自己の性的好奇心を満たす目的での児童ポルノ及びその電磁的記録の所持

・保管罪や，盗撮による児童ポルノ製造罪が新設されるなど，児童ポルノに対

する規制が強化された。」 

  に改める。 

 

 (c)項 

   前回までの報告中、 

   「不正な活動のための児童の「あっせん」、「提供」については、児童福祉法

第３４条第１項第７号及び第９号（刑罰法令にふれる行為をなすおそれのある

者に、情を知って児童を引き渡すこと等の禁止、児童の心身に有害な影響を与

える行為をさせる目的をもって、自己の支配下に置くことの禁止）、職業安定

法第６３条第２号及び船員職業安定法第１１１条第２号（公衆衛生又は公衆道
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徳上有害な業務に就かせる目的での職業紹介及び労働者の供給の禁止）、労働

者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する

法律第５８条（公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的での労働者

派遣の禁止）により禁止されている。」 

  を 

   「「不正な活動のための児童の「あっせん」、「提供」については、児童福祉

法第３４条第１項第７号及び第９号（刑罰法令にふれる行為をなすおそれのあ

る者に、情を知って児童を引き渡すこと等の禁止、児童の心身に有害な影響を

与える行為をさせる目的をもって、自己の支配下に置くことの禁止）、職業安

定法第６３条第２号及び船員職業安定法第１１１条第２号（公衆衛生又は公衆

道徳上有害な業務に就かせる目的での職業紹介及び労働者の供給の禁止）、労

働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第５

８条（公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的での労働者派遣の禁

止）により禁止されている。」 

  に改める。 

 

(d)項 

  前回までの報告中、 

  「国家公務員に関しては、人事院規則１０－７第１１条が年少職員を危険有害

業務に就かせてはならない旨を、第１５条が船員である年少職員を危険有害業

務に就かせてはならない旨をそれぞれ定めており、同規則別表第２、第４にそ

の具体的な業務内容が規定されている。」 

 を 

  「一般職国家公務員（行政執行法人の職員を除く。）に関しては、人事院規則

１０－７第１１条が年少職員を危険有害業務に就かせてはならない旨を、第１

５条が船員である年少職員を危険有害業務に就かせてはならない旨をそれぞ

れ定めており、同規則別表第２、第４にその具体的な業務内容が規定されてい

る。」 

に改める。 

 

  

〔第４条〕 

3. 

  前回までの報告中、 

  「また、船員法に関しては、交通政策審議会が毎月一回招集されており、船員法

の施行又は改正に関し、必要があるときは審議が行われている。」 

 を 

  「また、船員法に関しては、船員法の施行又は改正に関し、必要があるときは交

通政策審議会で審議が行われる。」 

 に改める。 

 

〔第７条〕 

１．  

前回までの報告中、 

「第３条に規定されている最悪の形態の児童労働を禁止している労働基準法、職
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業安定法、船員法、船員職業安定法、児童福祉法、児童買春・児童ポルノに係る

行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律、刑法、麻薬及び向精神薬取締法等

の関連規定には、それぞれ罰則が設けられている。」 

を 

 「第３条に規定されている最悪の形態の児童労働を禁止している労働基準法、職

業安定法、船員法、船員職業安定法、児童福祉法、児童買春・児童ポルノに係る

行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律、刑法、麻薬及び向精神

薬取締法、インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等

に関する法律等の関連規定には、それぞれ罰則が設けられている。」 

に改める。 

 

【２０１２年条約勧告適用専門家委員会ダイレクトリクエストについて】 

１．第６条。最悪の形態の児童労働を解消するための行動計画。子ども・若者ビジョ

ンについて 

 （１）児童ポルノ対策 

    政府は、「児童ポルノ排除総合対策」に引き続き、２０１３年５月、犯罪対

策閣僚会議において、「第二次児童ポルノ排除総合対策」を策定し、国民、事

業者、関係団体等との連携の下、関係府省庁において総合的な施策を推進して

いる。 

第二次児童ポルノ排除総合対策は、①児童ポルノ排除に向けた国民運動の推

進②被害防止対策の推進③インターネット上の児童ポルノ画像等の流通・閲覧

防止対策の推進④被害児童の早期発見及び支援活動の推進⑤児童ポルノ事犯

の取締りの強化⑥諸外国との協力体制の構築と国際連携の強化等を柱として

いる。具体的には、官民一体で児童ポルノ排除に向けた総合的な活動を推進す

るため、２０１０年以降、毎年、関係府省庁、教育関係団体、医療関係団体、

事業者団体、ＮＰＯ等で構成する児童ポルノ排除対策推進協議会を開催し、国

民運動の推進方策について協議するとともに、相互の情報を交換して連携・協

力を推進している。また、２０１１年以降、一般社団法人インターネットコン

テンツセーフティ協会がインターネット・ホットラインセンター等から提供を

受けた情報を元に児童ポルノ掲載アドレスリストを作成し、これをインターネ

ットサービスプロバイダ等に対して提供し、児童ポルノ画像の流通・閲覧防止

措置を講じる対策を推進している。 

警察では、２０１３年５月の犯罪対策閣僚会議で決定した「第二次児童ポル

ノ排除総合対策」等に基づき、関係行政機関・事業者等と緊密な連携を図りな

がら、 

・ 低年齢児童を対象とした児童ポルノ愛好者グループによる事犯、ファイ

ル共有ソフト利用事犯等に対する取締りの強化 

・ 児童ポルノ発見時におけるサイト管理者等に対する削除依頼の実施や、

関連事業者の自主的な取組として実施されているブロッキングに対する

協力等の流通・閲覧防止対策 

・ サイバーパトロールやサイバー補導を通じた被害児童の早期発見・保護、

少年補導職員等によるカウンセリング等の継続的な支援 

・ 被害実態と被害防止策についての広報啓発 

・ 国際会議の開催等を通じた国際捜査協力 

等の諸対策を推進している。 
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取締りを強化した結果、２０１４年の児童ポルノ事件の送致件数は１，８２

８件、送致人員は１，３８０人と過去最多を記録したほか、７４６人の被害児

童を保護している。 

２０１４年６月１８日、児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰

並びに児童の保護等に関する法律が改正され，同年７月１５日から施行され

た。 

本改正により、児童ポルノの定義を明確化するとともに、何人も、児童買春

をし、又はみだりに児童ポルノを所持し、児童ポルノに係る電磁的記録を保管

し、その他児童に対する性的搾取又は性的虐待に係る行為をしてはならない旨

の一般的禁止規定が新設された。 

また、罰則に関しては、自己の性的好奇心を満たす目的での児童ポルノ及び

その電磁的記録の所持・保管罪が新設された（この罪については、２０１５年

７月１５日から適用が開始される。）。さらに、盗撮による児童ポルノ製造罪

も新設された。 

また、心身に有害な影響を受けた児童に対する保護のための措置として、社

会保障審議会及び犯罪被害者等施策推進会議が、相互に連携して、心身に有害

な影響を受けた児童の保護に関する施策の実施状況等について、定期的に検証

及び評価を行うものとされた。 

さらに、インターネット事業者に対し、捜査機関への協力や、その管理権限

に基づき児童ポルノに係る情報の送信を防止する措置等を講ずるよう努める

ものとする規定が新設されるとともに、附則において、政府が、インターネッ

トを利用した児童ポルノの閲覧を制限するための措置に関する技術の開発の

促進について、十分な配慮をすることとされた。 

  

（２）統計情報等 

  ○児童ポルノ事案の送致件数及び送致人員 

 送致件数 送致人員 

(年) 2012 

 

2013 2014 

 

2012 

 

2013 2014 

 

児童買春、児童ポルノに係る行

為等の処罰及び児童の保護等に

関する法律違反のうち児童ポル

ノ事案 

（2014年７月15日、法律名が「

児童買春、児童ポルノに係る行

為等の規制及び処罰並びに児童

の保護等に関する法律」に変更

） 

1,596 1,644 1,828 1,268 1,252 1,380 

 

２．報告書パートⅤ 条約の施行状況 

本報告中、５．を参照されたい。 

 

３．質問Ⅲについて 

   前回までの報告に変更又は追加すべき事項はない。 
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４．質問Ⅳについて 

  前回までの報告に変更又は追加すべき事項はない。 

 

５．質問Ⅴについて 

２０１２年 1月 1日から２０１４年 12 月 31 日までの間の、満１８歳に満たない

者を危険有害業務に従事させることを禁止している労働基準法第６２条の違反件

数は９９件（２０１２年３１件、２０１３年２９件、２０１４年３９件）である。

満１８歳に満たない者を坑内で労働させることを禁止している労働基準法第６３

条の違反件数は０件である。 

また、上記期間における労働基準法第６２条を被疑条文として送検した件数は、

１１件（２０１２年２件、２０１３年７件、２０１４年２件）である。 

２０１２年４月１日から２０１５年３月３１日までの間の、年齢１８歳未満の船

員の危険な船内作業又は安全衛生上有害な作業に係る船員法第８５条第２項違反

処理件数は０件である。 

２０１２年６月１日から２０１３年３月３１日までの間の、婦人相談所における

満１８歳に満たない人身取引被害者保護の実績は０名である。 

 

６．質問Ⅵについて 

  本報告の写を送付した代表的労使団体は、下記のとおり。 

   （使用者団体）日本経済団体連合会 

   （労働者団体）日本労働組合総連合会  

 

７．質問Ⅶについて 

  特段報告すべき事項はない。 

 



○インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律

（2003 年６月 13 日法律第 83 号）  
 
 
 第一章 総則  
（目的）  
第一条 この法律は、インターネット異性紹介事業を利用して児童を性交等の相手方となる

ように誘引する行為等を禁止するとともに、インターネット異性紹介事業について必要な規

制を行うこと等により、インターネット異性紹介事業の利用に起因する児童買春その他の犯

罪から児童を保護し、もって児童の健全な育成に資することを目的とする。  
 
（定義）  
第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。  
一 児童 十八歳に満たない者をいう。  
二 インターネット異性紹介事業 異性交際（面識のない異性との交際をいう。以下同じ。）

を希望する者（以下「異性交際希望者」という。）の求めに応じ、その異性交際に関す

る情報をインターネットを利用して公衆が閲覧することができる状態に置いてこれに

伝達し、かつ、当該情報の伝達を受けた異性交際希望者が電子メールその他の電気通信

（電気通信事業法 （昭和五十九年法律第八十六号）第二条第一号 に規定する電気通信

をいう。以下同じ。）を利用して当該情報に係る異性交際希望者と相互に連絡すること

ができるようにする役務を提供する事業をいう。  
三 インターネット異性紹介事業者 インターネット異性紹介事業を行う者をいう。  
四 登録誘引情報提供機関 第十八条第一項の登録を受けた者をいう。  

 
（インターネット異性紹介事業者等の責務）  
第三条 インターネット異性紹介事業者は、その行うインターネット異性紹介事業に関しこ

の法律その他の法令の規定を遵守するとともに、児童によるインターネット異性紹介事業の

利用の防止に努めなければならない。  
２ インターネット異性紹介事業に必要な電気通信役務（電気通信事業法第二条第三号   

に規定する電気通信役務をいう。）を提供する事業者（次項において「役務提供事業者」

という。）は、児童の使用に係る通信端末機器による電気通信についてインターネット異

性紹介事業を利用するための電気通信の自動利用制限（電気通信を自動的に選別して制

限することをいう。以下この項及び次条において同じ。）を行う役務又は当該電気通信の

自動利用制限を行う機能を有するソフトウェアを提供することその他の措置により児童

によるインターネット異性紹介事業の利用の防止に資するよう努めなければならない。  
３ 前二項に定めるもののほか、インターネット異性紹介事業者及び役務提供事業者は、

児童の健全な育成に配慮するよう努めなければならない。  
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（保護者の責務）  
第四条 児童の保護者（親権を行う者又は後見人をいう。）は、児童の使用に係る通信端末

機器による電気通信についてインターネット異性紹介事業を利用するための電気通信の自

動利用制限を行う役務又は当該電気通信の自動利用制限を行う機能を有するソフトウェア

を利用することその他の児童によるインターネット異性紹介事業の利用を防止するために

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  
 
（国及び地方公共団体の責務）  
第五条 国及び地方公共団体は、児童によるインターネット異性紹介事業の利用の防止に関

する国民の理解を深めるための教育及び啓発に努めるとともに、児童によるインターネット

異性紹介事業の利用の防止に資する技術の開発及び普及を推進するよう努めるものとする。  
２ 国及び地方公共団体は、事業者、国民又はこれらの者が組織する民間の団体が自発的

に行うインターネット異性紹介事業に係る活動であって、児童の健全な育成に障害を及

ぼす行為を防止するためのものが促進されるよう必要な施策を講ずるものとする。  
   
第二章 児童に係る誘引の禁止  
第六条 何人も、インターネット異性紹介事業を利用して、次に掲げる行為（以下「禁止誘

引行為」という。）をしてはならない。  
一 児童を性交等（性交若しくは性交類似行為をし、又は自己の性的好奇心を満たす目的

で、他人の性器等（性器、肛門又は乳首をいう。以下同じ。）を触り、若しくは他人に

自己の性器等を触らせることをいう。以下同じ。）の相手方となるように誘引すること。  
二 人（児童を除く。第五号において同じ。）を児童との性交等の相手方となるように誘

引すること。  
三 対償を供与することを示して、児童を異性交際（性交等を除く。次号において同じ。）

の相手方となるように誘引すること。  
四 対償を受けることを示して、人を児童との異性交際の相手方となるように誘引するこ

と。  
五 前各号に掲げるもののほか、児童を異性交際の相手方となるように誘引し、又は人を

児童との異性交際の相手方となるように誘引すること。  
 
第三章 インターネット異性紹介事業の規制  
（インターネット異性紹介事業の届出）  
第七条 インターネット異性紹介事業を行おうとする者は、国家公安委員会規則で定めると

ころにより、次に掲げる事項を事業の本拠となる事務所（事務所のない者にあっては、住居。

第三号を除き、以下「事務所」という。）の所在地を管轄する都道府県公安委員会（以下「公

安委員会」という。）に届け出なければならない。この場合において、届出には、国家公安

委員会規則で定める書類を添付しなければならない。  



一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名  
二 当該事業につき広告又は宣伝をする場合に当該事業を示すものとして使用する呼称

（当該呼称が二以上ある場合にあっては、それら全部の呼称）  
三 事業の本拠となる事務所の所在地  
四 事務所の電話番号その他の連絡先であって国家公安委員会規則で定めるもの  
五 法人にあっては、その役員の氏名及び住所  
六 第十一条の規定による異性交際希望者が児童でないことの確認の実施の方法その他

の業務の実施の方法に関する事項で国家公安委員会規則で定めるもの  
２ 前項の規定による届出をした者は、当該インターネット異性紹介事業を廃止したとき、

又は同項各号に掲げる事項に変更があったときは、国家公安委員会規則で定めるところに

より、その旨を公安委員会（公安委員会の管轄区域を異にして事務所を変更したときは、

変更した後の事務所の所在地を管轄する公安委員会）に届け出なければならない。この場

合において、届出には、国家公安委員会規則で定める書類を添付しなければならない。  
 
（欠格事由）  
第八条 次の各号のいずれかに該当する者は、インターネット異性紹介事業を行ってはなら

ない。  
一 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産手続開始の決定を受け復権を得ない者  
二 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律、児童福祉法 （昭和二十二年法律第百六十

四号）第六十条第一項 若しくは児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並

びに児童の保護等に関する法律 （平成十一年法律第五十二号）に規定する罪を犯して

罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起

算して五年を経過しない者  
三 最近五年間に第十四条又は第十五条第二項第二号の規定による命令に違反した者  
四 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七十七号）第二

条第六号 に規定する暴力団員（以下この号において単に「暴力団員」という。）である

者又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者  
五 未成年者（児童でない未成年者にあっては、営業に関し成年者と同一の行為能力を有

する者並びにインターネット異性紹介事業者の相続人でその法定代理人が前各号及び

次号のいずれにも該当しないものを除く。）  
六  法人で、その役員のうちに次のいずれかに該当する者のあるもの 
イ 第一号から第四号までに掲げる者 
ロ 児童 

 
（名義貸しの禁止）  
第九条 第七条第一項の規定による届出をした者は、自己の名義をもって、他人にインター

ネット異性紹介事業を行わせてはならない。  
 



（利用の禁止の明示等）  
第十条 インターネット異性紹介事業者は、その行うインターネット異性紹介事業について

広告又は宣伝をするときは、国家公安委員会規則で定めるところにより、児童が当該インタ

ーネット異性紹介事業を利用してはならない旨を明らかにしなければならない。  
２ 前項に規定するもののほか、インターネット異性紹介事業者は、国家公安委員会規則で

定めるところにより、その行うインターネット異性紹介事業を利用しようとする者に対し、

児童がこれを利用してはならない旨を伝達しなければならない。  
 
（児童でないことの確認）  
第十一条 インターネット異性紹介事業者は、次に掲げる場合は、国家公安委員会規則で定

めるところにより、あらかじめ、これらの異性交際希望者が児童でないことを確認しなけれ

ばならない。ただし、第二号に掲げる場合にあっては、第一号に規定する異性交際希望者が

当該インターネット異性紹介事業者の行う氏名、年齢その他の本人を特定する事項の確認

（国家公安委員会規則で定める方法により行うものに限る。）を受けているときは、この限

りでない。  
一 異性交際希望者の求めに応じ、その異性交際に関する情報をインターネットを利用し

て公衆が閲覧することができる状態に置いて、これに伝達するとき。  
二 他の異性交際希望者の求めに応じ、前号に規定する異性交際希望者からの異性交際に

関する情報をインターネットを利用して公衆が閲覧することができる状態に置いて、当

該他の異性交際希望者に伝達するとき。  
三 前二号の規定によりその異性交際に関する情報の伝達を受けた他の異性交際希望者

が、電子メールその他の電気通信を利用して、当該情報に係る第一号に規定する異性交

際希望者と連絡することができるようにするとき。  
四 第一号に規定する異性交際希望者が、電子メールその他の電気通信を利用して、第一

号又は第二号の規定によりその異性交際に関する情報の伝達を受けた他の異性交際希

望者と連絡することができるようにするとき。  
 
（児童の健全な育成に障害を及ぼす行為の防止措置）  
第十二条 インターネット異性紹介事業者は、その行うインターネット異性紹介事業を利用

して禁止誘引行為が行われていることを知ったときは、速やかに、当該禁止誘引行為に係る

異性交際に関する情報をインターネットを利用して公衆が閲覧することができないように

するための措置をとらなければならない。  
２ 前項に定めるもののほか、インターネット異性紹介事業者は、その行うインターネット

異性紹介事業を利用して行われる禁止誘引行為その他の児童の健全な育成に障害を及ぼ

す行為を防止するための措置を講ずるよう努めなければならない。  
 
（指示）  
第十三条 インターネット異性紹介事業者がその行うインターネット異性紹介事業に関し



この法律若しくはこの法律に基づく命令又は他の法令の規定に違反したと認める場合にお

いて、当該違反行為が児童の健全な育成に障害を及ぼすおそれがあると認めるときは、当該

違反行為が行われた時における当該インターネット異性紹介事業者の事務所の所在地を管

轄する公安委員会は、当該インターネット異性紹介事業者に対し、児童の健全な育成に障害

を及ぼす行為を防止するため必要な指示をすることができる。  
 
（事業の停止等）  
第十四条 インターネット異性紹介事業者がその行うインターネット異性紹介事業に関し

第八条第二号に規定する罪（この法律に規定する罪にあっては、第三十一条の罪及び同条の

罪に係る第三十五条の罪を除く。）その他児童の健全な育成に障害を及ぼす罪で政令で定め

るものに当たる行為をしたと認めるときは、当該行為が行われた時における当該インターネ

ット異性紹介事業者の事務所の所在地を管轄する公安委員会は、当該インターネット異性紹

介事業者に対し、六月を超えない範囲内で期間を定めて、当該インターネット異性紹介事業

の全部又は一部の停止を命ずることができる。  
２ インターネット異性紹介事業者が第八条各号のいずれかに該当することが判明したと

きは、当該インターネット異性紹介事業者の事務所の所在地を管轄する公安委員会は、当

該インターネット異性紹介事業者に対し、当該インターネット異性紹介事業の廃止を命ず

ることができる。  
 
（処分移送通知）  
第十五条 公安委員会は、インターネット異性紹介事業者に対し第十三条の規定による指示

又は前条第一項の規定による命令をしようとする場合において、当該インターネット異性紹

介事業者がその事務所を他の公安委員会の管轄区域内に変更していたときは、当該処分に係

る事案に関する弁明の機会の付与又は聴聞を終了している場合を除き、速やかに、現に当該

インターネット異性紹介事業者の事務所の所在地を管轄する公安委員会に国家公安委員会

規則で定める処分移送通知書を送付しなければならない。  
２ 前項（次項において準用する場合を含む。）の規定により処分移送通知書が送付された

ときは、当該処分移送通知書の送付を受けた公安委員会は、次の各号に掲げる場合の区分

に従い、それぞれ当該各号に定める処分をすることができるものとし、当該処分移送通知

書を送付した公安委員会は、第十三条及び前条第一項の規定にかかわらず、当該事案につ

いて、これらの規定による処分をすることができないものとする。  
一 当該インターネット異性紹介事業者がその行うインターネット異性紹介事業に関し

この法律若しくはこの法律に基づく命令又は他の法令の規定に違反したと認める場合

において、当該違反行為が児童の健全な育成に障害を及ぼすおそれがあると認めるとき 

児童の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止するため必要な指示をすること。  
二 当該インターネット異性紹介事業者がその行うインターネット異性紹介事業に関し

前条第一項に規定する行為をしたと認めるとき 六月を超えない範囲内で期間を定め

て、当該インターネット異性紹介事業の全部又は一部の停止を命ずること。  



３ 第一項の規定は、公安委員会が前項の規定により処分をしようとする場合について準用

する。  
 
（報告又は資料の提出）  
第十六条 公安委員会は、第七条から前条まで（第十二条第二項を除く。）の規定の施行に

必要な限度において、インターネット異性紹介事業者に対し、その行うインターネット異性

紹介事業に関し報告又は資料の提出を求めることができる。  
 
（国家公安委員会への報告等）  
第十七条 公安委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、国家公安委員会規則で定

める事項を国家公安委員会に報告しなければならない。この場合において、国家公安委員会

は、当該報告に係る事項を各公安委員会に通報するものとする。  
一 第七条の規定による届出を受けた場合  
二 第十三条、第十四条第一項又は第十五条第二項の規定による処分をした場合  

２ 公安委員会は、インターネット異性紹介事業者が前項第二号に規定する処分の事由とな

る違反行為をしたと認めるとき、又は同号に規定する処分に違反したと認めるときは、当

該違反行為が行われた時における当該インターネット異性紹介事業者の事務所の所在地

を管轄する公安委員会に対し、国家公安委員会規則で定める事項を通報しなければならな

い。  
 
第四章 登録誘引情報提供機関  
（登録誘引情報提供機関の登録）  
第十八条 インターネット異性紹介事業者による第十二条第一項に規定する措置の実施の

確保を目的としてインターネット異性紹介事業を利用して行われる禁止誘引行為に係る異

性交際に関する情報を収集し、これを当該インターネット異性紹介事業者に提供する業務

（以下「誘引情報提供業務」という。）を行う者は、国家公安委員会の登録を受けることが

できる。  
２ 前項の登録（以下単に「登録」という。）を受けようとする者は、国家公安委員会規則

で定めるところにより、国家公安委員会に申請をしなければならない。  
３ 次の各号のいずれかに該当する者は、登録を受けることができない。  
一 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律、児童福祉法第六十条第一項 若しくは児童

買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律 に規

定する罪を犯して罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなった日から起算して二年を経過しない者  
二 第二十五条の規定により登録を取り消され、その取消しの日から起算して二年を経過

しない者  
三 法人で、その役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があるもの  

４ 国家公安委員会は、第二項の申請をした者が次に掲げる要件のすべてに適合していると



きは、登録をしなければならない。  
一 インターネットの利用を可能とする機能を有する通信端末機器を有し、かつ、次のい

ずれかに該当する二人以上の者が誘引情報提供業務を行うものであること。 
イ 学校教育法 （昭和二十二年法律第二十六号）による大学において学士の学位を得

るのに必要な一般教養科目の単位を修得した者又は同法 による短期大学若しくは高

等専門学校を卒業した者であって、誘引情報提供業務に通算して六月以上従事した経

験を有するもの 
ロ イに掲げる者と同等以上の知識及び経験を有する者 
二  誘引情報提供業務を適正に行うための次に掲げる措置がとられていること。 
イ 誘引情報提供業務を行う部門に専任の管理者が置かれていること。 
ロ 誘引情報提供業務の適正な実施の確保に関する業務方法書その他の文書が作成さ

れていること。 
５ 登録は、登録誘引情報提供機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。  
一 登録年月日及び登録番号  
二 登録誘引情報提供機関の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の

氏名  
三 登録誘引情報提供機関が誘引情報提供業務を行う事務所の所在地  

６ 登録誘引情報提供機関は、前項第二号又は第三号に掲げる事項を変更しようとするとき

は、国家公安委員会規則で定めるところにより、その旨を国家公安委員会に届け出なけれ

ばならない。  
 
（表示の制限）  
第十九条 登録誘引情報提供機関でない者は、誘引情報提供業務を行うに際し、登録を受け

ている旨の表示又はこれと紛らわしい表示をしてはならない。  
 
（情報提供）  
第二十条 国家公安委員会又は公安委員会は、登録誘引情報提供機関の求めに応じ、登録誘

引情報提供機関が誘引情報提供業務を適正に行うために必要な限度において、当該登録誘引

情報提供機関に対し、インターネット異性紹介事業者に係る第七条第一項第一号から第四号

までに掲げる事項に関する情報を提供することができる。  
 
（誘引情報提供業務の方法）  
第二十一条 登録誘引情報提供機関は、第十八条第四項各号に掲げる要件及び誘引情報提供

業務を適正に行うための国家公安委員会規則で定める基準に適合する方法により誘引情報

提供業務を行わなければならない。  
 
（秘密保持義務）  
第二十二条 登録誘引情報提供機関の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、誘引



情報提供業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  
 
（業務の休廃止）  
第二十三条 登録誘引情報提供機関は、誘引情報提供業務を休止し、又は廃止したときは、

国家公安委員会規則で定めるところにより、その旨を国家公安委員会に届け出なければなら

ない。  
２ 前項の規定により誘引情報提供業務を廃止した旨の届出があったときは、当該登録誘引

情報提供機関に係る登録は、その効力を失う。  
 
（改善命令）  
第二十四条 国家公安委員会は、登録誘引情報提供機関が第二十一条の規定に違反している

と認めるときは、当該登録誘引情報提供機関に対し、誘引情報提供業務の方法を改善するた

め必要な措置をとるべきことを命ずることができる。  
 
（登録の取消し）  
第二十五条 国家公安委員会は、登録誘引情報提供機関が次の各号のいずれかに該当すると

きは、登録を取り消すことができる。  
一 第十八条第三項第一号又は第三号に該当するに至ったとき。  
二 第十八条第六項又は第二十三条第一項の規定に違反したとき。  
三 前条の規定による命令に違反したとき。  
四 不正の手段により登録を受けたとき。  
五 次条の規定による報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提

出をしたとき。  
 
（報告又は資料の提出）  
第二十六条 国家公安委員会は、誘引情報提供業務の適正な運営を確保するために必要な限

度において、登録誘引情報提供機関に対し、その業務の状況に関し報告又は資料の提出を求

めることができる。  
 
（公示等）  
第二十七条 国家公安委員会は、次に掲げる場合には、その旨を官報に公示しなければなら

ない。  
一 登録をしたとき。  
二 第十八条第六項の規定による届出があったとき。  
三 第二十三条第一項の規定による届出があったとき。  
四 第二十五条の規定により登録を取り消したとき。  

２ 国家公安委員会は、前項の規定による公示をしたときは、当該公示の日付及び内容をイ

ンターネットの利用その他の方法により公表するものとする。  



第五章 雑則  
（方面公安委員会への権限の委任）  
第二十八条 この法律の規定により道公安委員会の権限に属する事務は、政令で定めるとこ

ろにより、方面公安委員会に委任することができる。  
 
（経過措置）  
第二十九条 この法律の規定に基づき政令又は国家公安委員会規則を制定し、又は改廃する

場合においては、それぞれ政令又は国家公安委員会規則で、その制定又は改廃に伴い合理的

に必要とされる範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）を定め

ることができる。  
 
（国家公安委員会規則への委任）  
第三十条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のための手続その他この法律の施

行に関し必要な事項は、国家公安委員会規則で定める。  
    
第六章 罰則  
第三十一条 第十四条又は第十五条第二項第二号の規定による命令に違反した者は、一年以

下の懲役若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。  
 
第三十二条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は百万円以下の罰金に

処する。  
一 第七条第一項の規定による届出をしないでインターネット異性紹介事業を行った者  
二 第九条の規定に違反した者  
三 第十三条又は第十五条第二項第一号の規定による指示に違反した者  

 
第三十三条 第六条（第五号を除く。）の規定に違反した者は、百万円以下の罰金に処する。  
 
第三十四条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。  
一 第七条第一項の規定による届出に関し虚偽の届出をし、又は同項の添付書類であって

虚偽の記載のあるものを提出した者  
二 第七条第二項の規定に違反して届出をせず、若しくは虚偽の届出をし、又は同項の添

付書類であって虚偽の記載のあるものを提出した者  
三 第十六条の規定による報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料

の提出をした者  
 
第三十五条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法

人又は人の業務に関し、第三十一条、第三十二条又は前条の違反行為をしたときは、行為者

を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。  



第三十六条 第二十二条の規定に違反した者は、二十万円以下の過料に処する。  
 
第三十七条 第十九条の規定に違反した者は、十万円以下の過料に処する。  
 
   附 則  
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を経過した日から施行する。ただし、第七

条、第八条、第十条から第十二条まで、第十五条、第十七条及び第十八条の規定は、公布の

日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  
 
（検討） 
第二条 政府は、第七条及び第八条の規定の施行後三年を経過した場合において、これらの

規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所

要の措置を講ずるものとする。 


